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２ 改定の必要性 

（１）前回改定後の一般職の給料改定率の推移 
 改定率 累積 

平成１８年度   ０．００％ ０．００％ 

平成１９年度   ０．００％ ０．００％ 

平成２０年度  ０．００％ ０．００％ 

平成２１年度 △０．４５％ △０．４５０％ 

平成２２年度 △０．１９％ △０．６３９％ 

平成２３年度 △０．１３％ △０．７６８％ 

平成２４年度  ０．００％ △０．７６８％ 

平成２５年度  ０．００％ △０．７６８％ 

平成２６年度  ０．４０％ △０．３７１％ 
      ※累積は各年度の改定率を乗じたものである。 
 

給与制度の総合的見直し

による改定率 
△２．４％ 

 

（２）地域手当の段階的引上げ実施における給与月額 

  特別職の地域手当は、一般職の例によることとされているため、特別職の給料月

額を据え置いた場合、地域手当を含む給与月額は増加していく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○各年度における給与額の見込み

市長 給料月額（Ａ） 給与月額（Ａ）＋（Ｂ） Ｈ２６比増減

H26年度 1,190,000 10% 119,000 1,309,000 -

H27年度 1,190,000 11% 130,900 1,320,900 11,900

H28年度 1,190,000 13% 154,700 1,344,700 35,700

H29年度 1,190,000 14% 166,600 1,356,600 47,600

H30年度
以降

1,190,000 15% 178,500 1,368,500 59,500

※平成28年度以降の地域手当の支給割合については見込みである

副市長 給料月額（Ａ） 給与月額（Ａ）＋（Ｂ） Ｈ２６比増減

H26年度 960,000 10% 96,000 1,056,000 -

H27年度 960,000 11% 105,600 1,065,600 9,600

H28年度 960,000 13% 124,800 1,084,800 28,800

H29年度 960,000 14% 134,400 1,094,400 38,400

H30年度
以降

960,000 15% 144,000 1,104,000 48,000

※平成28年度以降の地域手当の支給割合については見込みである

地域手当（Ｂ）

地域手当（Ｂ）


